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 （以上，南山法学第 41巻第 2号〔2018〕） 






































 （E）反対意見の第五は，H ― 24.12.7 ― 957〈（表・委）厚【5 ― 3政党支持・6 ― 7機関紙配布】／刑〉最 2
判において須藤反対意見が用いた，そして，H ― 24.12.7 ― 762〈（表・委）社【5 ― 3政党支持・6 ― 7機関
紙配布・6 ― 13文書配布】／刑〉最 2判において須藤意見が用いた《積Ⅰ》（12）「必要やむを得な
い限度の制約・合憲限定解釈（勤務外）・構成要件非該当／無罪」アプローチである（後掲ベクト


































における 3例―世田谷事件の 1審，H ― 20.9.19〈（表・委）厚【5 ― 3政党支持・6 ― 7機関紙配布】／刑〉
東京地判，2審，H ― 22.5.13〈（表・委）厚【5 ― 3政党支持・6 ― 7機関紙配布】／刑〉東京高判，堀越






プローチ（後掲ベクトル図 10参照）である。このアプローチを用いた S ― 32.8.6〈（人・委）郵



























　　 〈1〉 曽根・前出（2）注〈17〉76頁。 
　　 〈2〉 三宅裕一郎・法セミ 698号 130頁（2013）。 




　　〈1 〉人事院規則第 14 ― 7第 5項第 1号（【5 ― 1選挙応援】）にいう「特定の候補者」の範囲が問題になった事件に
おいて，①札幌地判昭和 26年 3月 15日は，「特定の候補者」とは成規の手続に従い候補者の届出がなされ候
補者として法的資格を有するに至ったものと狭く解したが，②その控訴審判決である札幌高裁昭和 26年 9月
26日（高刑 4巻 8号 1058頁）は，国公法「102条により国家公務員の政治的行為を禁止又は制限した所以の
ものは国家公務員は国民全体の奉仕者であって一部の奉仕者ではないという公務員の本質上その中立性を維持
せんとするに在る」とし，「特定の候補者」を広く解した。③広島高判昭和 29年 5月 14日（刑集 9巻 3号
401頁）は，「公務員が公選の選挙において特定人を候補者として支持しその者のために政治的行為をするが
如きことは，その特定人が立候補の届出をしたと否とにかかわらず常に中立性を維持すべき公務員の本質に反
する」とし，「特定の候補者」を広く解した。④東京高判昭和 30年 9月 20日（高刑 8巻 8号 1024頁）は，「同
規則に列挙された『政治的目的』と『政治的行為』を禁止することは国家公務員の中立性を保持し，公共の福
祉を満足するに最小限のもの」とし，「特定の候補者」を狭く解した。⑤最大判昭和 32年 10月 9日（前記①













































































































































































































































































































































































Judicial Passivism and Activism concerning Political 
Activities of National Public Servants (7)
Minoru NAKATANI
要　　旨 
 　筆者の研究は，憲法の各分野における最高裁の多数意見，補足意見，反対意見，さらに下級審判決
を網羅的に収集し，司法消極主義，積極主義という枠組による体系的・時系列的分析を通じ，憲法判
例形成の全体像を明らかにし，あるべき司法像探求の基礎作業とするものである（『日本における司
法消極主義と積極主義Ⅰ』（勁草書房，2015）参照）。国家公務員の政治活動制限の合憲性が争われた
憲法判例を対象とする本稿は，これまでに発表した「公務員の政治的行為をめぐる司法消極主義と積
極主義（1） ― （6）」に続く（7）における　Ⅳ　おわりに　の章のうち，（4）反対意見のアプローチ，
及び，（5）下級審のアプローチのうちの（A）多数意見タイプ，（B）独自タイプ―消極主義Ⅲを検討
するものである。 
